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現代の日本の農業および農山村は、その存続にむけて数多くの問題を抱えている。対策として農
政は「攻めの農業」を謳うが、生産効率の向上や価格競争での勝利を手段とする処方箋には限界が
ある。他の先進諸国の農業・農村政策は、農産物過剰という時代を経験した後に、ポスト生産主義
的、すなわち農山村を農産物生産にくわえて自然環境やアメニティ、娯楽、安らぎを提供する場所
として評価し、それらの役割も総合して農業・農村を維持し振興していくという立場に転換してい
る。農産物過剰という条件について違いはあれど、日本においても同様の転換が1990年代にあっ
た。しかし、その転換は省庁の縦割り行政という悪弊にも阻まれて不十分である。大きな原因は、
農産物の消費、つまり食の領域を農業・農村政策と一体化して取り込めていないことにある。
農業における食の重要性は、農業技術の近年の動向からも指摘できる。おおよそ1970年代までの
農業技術は、多投入多収量を基準とする生産の技術革新が中心であった。しかし1980年代以降、農
と食さらにはエネルギーをも包括する技術開発によって、農産物はそのままで食料となるのではな
く、むしろ工業原料になりつつある。それはトウモロコシにおいて顕著である。世界最大の生産国
である米国のトウモロコシの用途をみると、国内需要94％のうち、そのまま人間の食料になるのは
わずか2％で、10％はアルコール飲料や異性化糖の原料となる。残りは、42％が燃料用のエタノー
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ル、40％が家畜飼料である。世界生産量 1 位の穀物となったトウモロコシは、ダイエット甘味料や
畜産物を経由して、私たちの身体の中に気づかれることなく入り込んでいる。
食は習慣として持続しつつも緩やかに変化する。1960年代からの一般的傾向として米の消費が減
少し油脂類や畜産物の消費が増加してきた。また、近年ではお総菜を買ってきて食べるという中食
への支出割合が高まっている。こうした食の変化に対して、原因は何だとか、変化するニーズにい
かに合わせるかなどの関心が研究者の注目を集めてきた。しかし食の変化はけっして与件ではな
い。変化は食という生命維持のために私たちが実践してきた基本活動の結果である。生命の重大さ
に目を向けて日々の食を見直すならば、食消費は与件ではなく、私たちが生きることと社会＝他者
を結び、未来を創りだす基本にして重要な手段となる。
私たちが食消費を通じて社会とつながるルートは 3 つある。ひとつは自然環境への配慮である。
本来、農業は自然環境にとって悪である。今でも広大なアマゾン熱帯雨林を裸にして牧草地や大豆
畑が造成されている。牧草地は牛肉生産の場であり、大豆は油脂原料となる。私たちが経験した畜
産物と油脂類消費の拡大とぴったり連動している。私たちが何を食べるのかは実は自然環境の保全
と破壊に直結している。第 2 は食を供給する人への配慮である。現代のフードシステムにおける権
力バランスの中で不当に抑えられている価格を見直し、食の供給に従事する人の生命と暮らしの再
生産を保障することが求められる。フェアートレード運動はその典型である。第 3 は地域経済への
配慮である。グローバル化が進んで移動が激しくなっても、人は地球上のどこかの資源を利用して
生きている。都市化が進行し地域資源とのつながりが希薄になる中で、再び身近な地域単位で食保
障（Food Security）を確保し、できる限り地域内で物質と経済を回すことによって持続可能な未
来を構築する必要がある。
以上が配慮されるとき、人はたんに消費者でなく、食と社会に責任をもつ市民あるいは生活者に
脱皮する。既存のフードシステムが食べさせたいものを甘んじて食べるのではなく、システムに働
きかけて自らの食べたいものを獲得する主体になる。食べたいものを選ぶには、食の透明性が必要
となる。農業生産の方法や食品加工の過程、流通での環境負荷などが示されることによって、社会
とつながる食選択が可能となる。環境や人権、動物福祉などを基準とした食品評価の得点化は、す
でに欧米において開始されている。そこでは、単作化され多量の資源投入によって生産されるトウ
モロコシを原料とした食品は、環境付加の大きさゆえに低い点数がつけられることになろう。
食から地域の未来を考える取組みを始めている。まずは2016年 9 月から11月に秋田県能代市にお
いて、食に関連する地域のステークホルダーを集めたワークショップを 3 回実施した。その特長
は、30年後に食べたい地域の理想の夕食をそれぞれに絵に描いてもらい、その実現のために現在何
をすべきかについて話し合うところにある。「こうありたい未来」を想定して、そこに至る道を考
えるこの手法は、計画論においてバックキャスティング（Backcasting）と呼ばれる。通常の計画
よりも遠い未来を目標にすることによって、現実の困難に囚われない自由な発想が可能になる。私
たちの社会には、「あるがまま」とか「自然（じねん）」を善とする思想がある。地域と地球の将
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来が危ぶまれる今日にあっては、その思想を超えて、「こうありたい社会」を想像する計画力と実
現に向けた行動力を身につけていかなければならない。
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